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(54) Title: LOCKUP DEVICE FOR TORQUE CONVERTER

(54) 発 明 の 名 称 ：トル ク コ ンバ ー タの ロ ック ァ ッ プ装

(57) Abstract: A multi-plate l oc up device, wherein the
placement of the piston and the oil chamber i s designed to r e
duce the size in the axial direction. This lockup device i s
provided with a clutch (24) and a damper mechanism (25).
The clutch (24) has a clutch input member (26), a clutch out
put member (27), a drive plate (28), a driven plate (29), a
second flange (37), and a piston (30). The second flange (37)
i s furnished between a ：front cover (2) and the inside circum
ferential part o f a turbine (4), so as to be immovable in the
axial direction with respect t o the front cover (2), and forms
an oil chamber for lockup. The piston (30) i s furnished
between the ：front cover (2) and the second flange (37), and
forms a lockup oil chamber (46) between the piston and the
second flange (37). The piston i s moved towards the front
cover (2) side by hydraulic fluid supplied to the lockup oil
chamber (46).

(57) 要 約 ： 多板 型 の ロ ック ア ップ装 置 に お い て 、
ビス トンや 油 室 の 配 置 を工 夫 す る こ とに よ って 、
軸 方 向 の 小 型 化 を 図 る 。 この ロ ッ ク ア ッ プ装 置
は 、 ク ラ ッチ部 （2 4 ) 及 び ダ ンバ 機 構 （2 5 )
を備 えて い る。 ク ラ ッチ部 （2 4 ) は 、 ク ラ ッチ
入 力部 材 （2 6 ) と、 ク ラ ッチ 出 力部 材 （2 7 )
と 、 ドラ イ ブ プ レー ト （2 8 ) 及 び ドリ ブ ン プ
レー ト （2 9 ) と、 第 2 フ ラ ン ジ （3 7 ) と、 ピ
ス トン （3 0 ) と、 を有 して い る。 第 2 フ ラ ン ジ
( 3 7 ) は 、 フ ロ ン トカ バ 一 （2 ) と タ ー ビ ン
( 4 ) 内周 部 との 間 に フ ロ ン トカバ 一 （2 ) に対
して軸 方 向移 動 不 能 に設 け られ 、 ロ ック ア ッ プ用
の 油 室 を構 成 す る。 ピス トン （3 0 ) は 、 フ ロ ン
トカバ 一 （2 ) と第 2 フ ラ ン ジ （3 7 ) との 間 に

設 け られ 、 第 2 フ ラ ン ジ （3 7 ) との 間 に ロ ック ァ ッ プ用 油 室 （4 6 ) を構 成 し、 ロ ッ ク ア ッ プ用 油 室
( 4 6 ) に供 給 され る作 動 油 に よ って フ ロ ン トカバ ー ( 2 ) 側 に移 動 す る。
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明 細 書

発明の名称 ： トルクコンバータのロックアップ装置

技術分野

[0001 ] 本発明は、 ロックアップ装置、特 に、 フロン トカバ一か らの トル クを トル

クコンバータのター ビンを介 して トランスミツシ ョン側の部材に伝達するた

めの トル クコンバータのロックアツプ装置に関する。

背景技術

[0002] トル クコンバータには、 トル クをフ ロ ン トカバ一か らター ビンに直接伝達

するためのロックアツプ装置が設けられている場合が多い。 このロックアツ

プ装置は、 フロン トカバ一に摩擦連結可能な ピス トンと、 ピス トンに固定さ

れる ドライププレー 卜と、 ドライププレー 卜に支持される複数の 卜一シ ョン

スプ リングと、複数の 卜一シ ョンスプ リングによって ビス トン及び ドライプ

プレー 卜に回転方向に弾性的に連結 される ドリプンプレー 卜とを有 している

。 ドリプンプレ一 卜はタ一 ビンに固定されている。

[0003] また、特許文献 1 に示されるように、 ロックアップ装置のクラッチ容量を

大 きくするために、複数のクラッチプレー トを用いた、いわゆる多板型の口

ックアツプ装置も提案されている。

[0004] この特許文献 1 に示されたロックアツプ装置は、 フロン トカバ一とタ一 ビ

ンとの間に配置されたクラッチ部 と、 クラッチ部の出力部材に連結 された動

力伝達のためのプレー 卜と、動力伝達 プレー 卜とター ビンとを弾性的に連結

する複数の 卜一シ ヨンスプ リングと、 を備えている。 クラッチ部は、複数の

クラッチプレー 卜と、 フ ロ ン 卜カバ一と複数のクラッチプレー 卜との間に配

置された ピス トンと、 を有 している。

[0005] ここでは、 ピス トンの背面に油圧が供給 されることによって ピス トンが複

数のクラッチプレー 卜側 に移動 し、複数のクラッチプレー 卜が互いに押圧さ

れてロックアップ状態 （動力伝達状態） となる。 この状態では、 フ ロ ン ト力

バーか らの トル クは、 クラッチ部 を介 して動力伝達 プレー 卜に伝達され、 さ



らに複数の 卜一ションスプリングを介 してタービンに伝達される。

先行技術文献

特許文献

[0006] 特許文献 1 ：特開 2 0 1 0 _ 4 8 2 9 1号公報

発明の概要

発明が解決 しょうとする課題

[0007] 特許文献 1 に示された装置では、フロントカバ一とタービン内周との間に

、クラッチ部の部材ゃ動力伝達プレー トを支持するための部材が配置されて

いる。このために、クラッチ部はこれらの径方向外方に配置せざるを得ない

[0008] また、クラッチ部においては、フロントカバ一とピス トンとの間にロック

ァップ用の油室が形成され、ピス トンとタービンとの間に複数のクラッチプ

レ一 卜及びこれらを支持するためのバックプレー 卜が配置されている。

[0009] 以上のような従来の多板型のロックアップ装置では、軸方向スペースを短

縮化することが困難である。

[001 0] 本発明の課題は、多板型のロックアップ装置において、ピス トンや油室の

配置を工夫することによって、軸方向の小型化を図ることにある。

課題を解決するための手段

[001 1] 本発明の第 1側面に係る トルクコンバータのロックアップ装置は、フロン

卜カバ一からの トルクを トルクコンバータのタービンを介 して トランスミツ

シヨン側の部材に伝達するための装置であって、クラッチ部と、ダンバ機構

と、を備えている。クラッチ部は、フロントカバ一とタ一ビンとの間に配置

され、 トルクを伝達あるいは遮断する。ダンバ機構は、クラッチ部からの 卜

ルクをタービンに伝達するとともに、捩り振動を吸収 ' 減衰する。また、ク

ラッチ部は、フロン卜カバ一とタ一ビンとの間に配置されフロン卜カバ一に

連結されたクラッチ入力部材と、ダンバ機構に トルクを出力するクラッチ出

カ部材と、クラッチ入力部材とクラッチ出力部材との間で トルク伝達を行う



ための複数のクラッチプレー 卜と、円板状のロックアツプ用油室プレ一 卜と

、 ピス トンと、を有 している。ロックアップ用油室プレー トは、フロン ト力

バーとタービン内周部との間にフロン トカバ一に対 して軸方向移動不能に設

けられ、ロックアップ用の油室を構成する。 ピス トンは、フロン トカバ一と

ロックアップ用油室プレー 卜との間に軸方向移動自在に設けられ、ロックァ

ップ用油室プレー 卜との間にロックアツプ用油室を構成 し、ロックアツプ用

油室に供給される作動油によつてフロン 卜カバ一側に移動 して複数のクラッ

チプレー 卜を互いに押圧する。

[001 2] この装置では、ロックアップ時には、ロックアップ用油室に作動油が供給

される。これにより、 ピス トンはフロン トカバ一側に移動 し、複数のクラッ

チプレ一 卜を押圧する。この状態では、フロン トカバ一からの トルクは、ク

ラッチ部からダンバ機構を介 してタービンに出力される。

[001 3] ここでは、フロン トカバ一とタ一ビンとの間にロックアップ用油室が形成

され、 ピス トンはタ一ビン側からフロン 卜カバ一側に移動 して口ックアツプ

状態になるので、従来のロックアップ装置に比較 して、軸方向寸法を短縮す

ることができる。

[0014] 本発明の第 2 側面に係る トルクコンバータのロックアップ装置は、第 1側

面のロックアップ装置において、タービンは、 トランスミッション側の部材

に連結される筒状部を内周端部に有 している。また、クラッチ部は環状のボ

スを有 している。環状のボスは、ロックアップ用油室プレー 卜の内周部から

フロン 卜カバ一側に延びるとともにフロン 卜カバ一に固定され、外周面をピ

ス トンが軸方向に摺動する。また、環状のボスは、タービンの筒状部が内周

部に挿入されており、ロックアツプ用油室に作動油を供給するための油路が

形成されている。

[001 5] 本発明の第 3 側面に係る トルクコンバータのロックアップ装置は、第 2 側

面のロックアツプ装置において、環状ボスはロックアツプ用油室プレー 卜と

別部材で形成されており、ロックアツプ用油室プレ一 卜は環状ボスの外周面

に固定されている。



[001 6] 本発明の第 4 側面に係る トルクコンバータのロックアップ装置は、第 2 側

面のロックアップ装置において、環状ボスは、ロックアップ用油室プレー ト

の内周端部をフロン 卜カバ一側に延長 して形成されている。

[001 7] 本発明の第 5 側面に係る トルクコンバータのロックアップ装置は、第 2 か

ら第 4 側面のいずれかのロックアップ装置において、クラッチ部は、フロン

卜カバ一とビス トンとの間にフロン 卜カバ一に対 して軸方向移動不能に設け

られ、ロックアツプ解除用の油室を構成する円板状のロックアツプ解除用油

室プレー 卜をさらに有 している。

[001 8] ここでは、ロックアツプ用油室及び口ックアツプ解除用油室が形成されて

いるので、ロックアップとロックアツプ解除の切替時の応答性が向上する。

[001 9] 本発明の第 6 側面に係る トルクコンバータのロックアップ装置は、第 5 側

面のロックアツプ装置において、ロックアツプ用油室と口ックアツプ解除用

油室の内外径は同 じである。

[0020] ここで、ロックアツプ用油室とロックアツプ解除用油室に作動油が供給さ

れていない場合であっても、遠心力によってピス トンに油圧が作用する。 し

か し、ここでは、両油室の内外径が同 じであるので、遠心力によって両油室

で発生する油圧は等 しくなる。 したがって、遠心力により作用する油圧によ

つてピス トンが移動させられるのを抑えることができる。

[0021 ] 本発明の第 7 側面に係る トルクコンバータのロックアップ装置は、第 5 又

は第 6 側面のロックアップ装置において、環状ボスには、ロックアップ解除

用油室に作動油を供給するための油路が形成されている。

[0022] 本発明の第 8 側面に係る トルクコンバータのロックアップ装置は、第 1 か

ら第 7 側面のいずれかのロックアツプ装置において、クラッチ入力部材は、

円板状に形成されるとともに内周端部がタービン側に延びている。クラッチ

出力部材は、クラッチ入力部材の径方向外方に配置され、円板状に形成され

るとともに内周端部がフロン トカバ一側に延びている。また、複数のクラッ

チプレー 卜は、内周端部がクラッチ入力部材の内周端部に軸方向移動自在か

つ相対回転不能に係合する円板状の第 1 クラッチプレ一 卜と、外周端部がク



ラッチ出力部材の内周端部に軸方向移動自在かつ相対回転不能に係合する円

板状の第 2 クラッチプレー卜と、を有し、ピストン及びロックアップ用油室

プレー卜はクラッチ出力部材の径方向内方に配置されている。

発明の効果
[0023] 以上のように本発明では、特にクラッチ部の軸方向寸法を短縮することが

できる。

図面の簡単な説明

[0024] [ 図1]本発明の一実施形態によるロックアツプ装置を備えたトルクコンバ一タ

の断面部分図。

[図2]図 1 に示されたトルクコンバータのロックアップ装置を示す図。

[図3]図2 に示されたロックアツプ装置のビス卜ン及びそれを支持する構成を

拡大して示す図。

[図4]図2 に示されたロックアツプ装置のダンバ機構を拡大して示す図。

[図5] ロックアツプ装置のロックアツプ解除時の作動油の流れを説明するため

の図。

[図6] トルクコンバータ本体への作動油の流れを説明するための図。

[図7] ロックアツプ装置のロックアツプ時の作動油の流れを説明するための図

[図8]本発明の他の実施形態による動力伝達プレー卜支持部材を示す図。

[図9]本発明のさらに他の実施形態によるピストン及びそれを支持する構成を

拡大して示す図。

[図10]本発明のさらに他の実施形態によるピストン作動のための機構を示す

図。

発明を実施するための形態
[0025] 一第 1実施形態一

[ トルクコンバータの全体構成]

図 1は本発明の一実施形態が採用されたトルクコンバータ 1の縦断面図で

ある。 トルクコンバータ 1は、エンジンのクランクシャフトからトランスミ



ッシ ヨンの入力シャフ 卜に トル クを伝達するための装置である。 図 1 の左側

に図示 しないエ ンジ ンが配置 され、 図 1 の右側 に図示 しない トランス ミツシ

ョンが配置 されている。 図 1 に示 す 0 — 0 が トル クコンバータ 1 の回転軸 で

ある。

[0026] トル クコンバータ 1 は、 主 に、 フロン トカバ一 2 と、 3 種 の羽根車 （イ ン

ペ ラ 3 ， ター ビン 4 及び ステ一タ 5 ) か らな る トル クコンバータ本体 と、 口

ックア ップ装置 6 と、 を備 えている。

[0027] [ フ ロ ン トカバ一 ]

フロン トカバ一 2 は、 円板状 の部材であ って、 内周端 にはセ ンタ一ボス 8

が溶接 によ り固定 されている。 セ ンタ一ボス 8 は、軸方向に延び る円筒形状

の部材であ り、 クランクシャフ ト （図示せず）の中心孔 内に挿入 され るもの

である。

[0028] な お、 図示 していないが、 フロン トカバ一 2 は フ レキシブル プ レー トを介

してエ ンジ ンの クランクシャフ 卜に連結 され るようにな っている。 すなわち

、 フロン トカバ一 2 の外周側 かつエ ンジ ン側 の面 には、 円周方向に等間隔で

複数 のボル ト9 が固定 されてお り、 このボル ト9 に螺合するナ ツ 卜によって

、 フ レキシブル プ レー 卜の外周部 が フロン 卜カバ一 2 に固定 されている。

[0029] フ ロン トカバ一 2 の外周部 には、軸方向 トランス ミッシ ョン側 に延び る外

周側筒状部 2 a が形成 されている。 この外周側筒状部 2 a の先端 にィ ンペ ラ

3 が溶接 によって固定 されている。 この結果、 フロン トカバ一 2 とイ ンペ ラ

3 とによって、 内部 に作動油が充填 され る流体室が形成 されている。

[0030] [ イ ンペ ラ ]

イ ンペ ラ 3 は、 主 に、 イ ンペ ラシェル 1 0 と、 その内側 に固定 された複数

のイ ンペ ラプ レー ド1 1 と、 か ら構成 されている。 そ して、 イ ンペ ラシェル

1 0 の外周側先端部 が、前述のように、 フロン トカバ一 2 に溶接 されている

。 なお、 イ ンペ ラハ プ 1 0 の内周端部 には、 トランス ミッシ ョン側 に延び る

筒状部 が形成 されている。

[0031 ] [ ター ビン]



タービン4 は流体室内でィンペラ3 に対 して軸方向に対向して配置されて

いる。タービン4 は、主に、タービンシェル 1 4 と、その内部に固定された

複数のタービンプレー ド1 5 と、タービンシェル 1 4 の内周端部に固定され

たタービンハプ 1 6 と、から構成されている。タービンシェル 1 4 とタ一ビ

ンハプ 1 6 とは複数のリベット1 7 によって固定されている。

[0032] タービンハプ 1 6 は、タービンシェル 1 4 の内周端部が固定された円板状

のフランジ部 1 6 a と、フランジ部 1 6 a の内周部からフロントカバ一 2 側

に延びて形成された筒状部 1 6 b と、を有 している。そして、フランジ部 1

6 a の外周端部において、前述のように、 リベット1 7 によってタービンシ

エル 1 4 が固定されている。また、筒状部 1 6 b の内周部にはスプライン孔

1 6 c が形成されており、 トランスミッションの入力シャフ ト1 8 の先端に

形成されたスプライン軸と嚙み合っている。

[0033] なお、タービンハプ 1 6 の筒状部 1 6 b の先端とフロントカバ一 2 との間

には、スラス トヮッシャ 1 9 が配置されている。スラス トヮッシャ 1 9 のタ

—ビンハプ 1 6 側の面には、内周から外周に貫通する複数の放射状の溝が形

成されている。この溝は、潤滑用の溝及び油路として機能するものである。

[0034] [ ステ一夕]

ステ一タ5 は、ィンペラ3 の内周部とタービン4 の内周部との間に配置さ

れ、タービン4 からインペラ3 に戻る作動油の流れを整流するための機構で

ある。ステ一タ5 は樹脂やアルミ合金等で錶造により一体に形成されている

。ステ一タ5 は、主に、環状のステ一タシェル 2 0 と、ステ一タシェル 2 0

の外周面に設けられた複数のステ一タプレー ド2 と、を有 している。ステ

—タシェル 2 0 は、ワンウェイクラッチ 2 2 を介 して固定シャフ 卜2 3 に連

結されている。

[0035] なお、ステ一タシェル 2 0 のフロントカバ一 2 側の面には、 リベット1 7

と対向する位置に、環状の凹部 2 0 a が形成されている。この凹部 2 0 a は

リベット1 7 の頭部との干渉を避けるために形成されたものである。これに

より、タービンハプ 1 6 のフランジ部 1 6 a とステ一タシェル 2 0 とを軸方



向に近づけることができ、軸方向寸法の短縮化を可能にしている。また、凹

部 2 0 a の一部には、ィンペラ3 側に凹む複数の凹部 2 0 b が形成されてい

る。これにより軽量化が図られている。

[0036] また、ステ一タシェル 2 0 とインペラシェル 1 0 との間、及びステ一タシ

エル 2 0 とタービンハプ 1 6 のフランジ部 1 6 a との間には、それぞれスラ

ス 卜べァリングが配置されている。

[0037] [ ロックアップ装置]

ロックアップ装置 6 は、フロン 卜カバ一 2 とタービン4 との間に配置され

、フロン トカバ一 2 からタービン4 に動力を直接伝達するものである。この

ロックアップ装置 6 は、フロン 卜カバ一 2 とタービン4 との間に配置された

クラッチ部 2 4 と、クラッチ部 2 4 からの トルクをタービンに伝達するダン

パ機構 2 5 と、を備えている。

[0038] < クラッチ部>

クラッチ部 2 4 は、油圧作動式で複数のクラッチプレー トを有する多板型

であり、フロン トカバ一 2 からの トルクをダンバ機構 2 5 に伝達 し、あるい

はフロン 卜カバ一 2 とダンバ機構 2 5 との間の トルク伝達を遮断する。この

クラッチ部 2 4 は、図 2 に拡大 して示すように、クラッチ入力部材 2 6 と、

クラッチ出力部材 2 7 と、第 1 クラッチプレー ト2 8 及び第 2 クラッチプレ

— 卜2 9 と、 ピス トン3 0 と、を有 している。

[0039] クラッチ入力部材 2 6 は、環状のプレー ト部材であり、フロン トカバ一 2

に固定されている。クラッチ入力部材 2 6 の内周端部は、タービン4 側に折

り曲げられ、この折り曲げ部には円周方向に所定の間隔で複数の溝が形成さ

れている。

[0040] クラッチ出力部材 2 7 はクラッチ入力部材 2 6 の径方向外方に配置されて

いる。クラッチ出力部材 2 7 は、環状に形成されており、円板状に形成され

た円板部 2 7 a と、円板部 2 7 a の内周端部からフロン トカバ一 2 側に延び

て形成された筒状部 2 7 b と、を有 している。円板部 2 7 a はダンバ機構 2

5 を構成する動力伝達プレー ト （後述）にリベット3 2 により固定されてい



る。筒状部 2 7 b には、軸方向に延びる複数の溝が円周方向に所定の間隔で

形成 されている。

[0041 ] 第 1 クラッチプレー ト2 8 は円板状 に形成 されてお り、第 1 クラッチプレ

- 卜2 8 の内周端 には、 クラッチ入力部材 2 6 の折 り曲げ部の複数の溝 に係

合する複数の歯が形成 されている。 このような構成 により、第 1 クラッチプ

レ一 卜2 8 は、 クラッチ入力部材 2 6 に対 して軸方向に移動 自在かつ相対回

転不能である。

[0042] 第 2 クラッチプレー ト2 9 は、第 1 クラッチプレー ト2 8 に隣接 し、第 1

クラッチプレー 卜2 8 とクラッチ入力部材 2 6 との間に配置されている。第

2 クラッチプレー ト2 9 は、円板状 に形成 されてお り、第 2 クラッチプレー

卜2 9 の外周端 には、 クラツチ出力部材 2 7 の筒状部 2 7 b の複数の溝 に係

合する複数の歯が形成 されている。 このような構成 により、第 2 クラッチプ

レー ト2 9 は、 クラツチ出力部材 2 7 に対 して軸方向に移動 自在かつ相対回

転不能である。 また、第 2 クラッチプレー ト2 9 の両面には、環状の摩擦部

材が固定されている。

[0043] ピス トン3 0 は、 フロン トカバ一 2 とター ビン4 の内周部 との間で、 クラ

ツチ出力部材 2 7 の径方向内方に配置されている。 ピス トン3 0 は、環状 に

形成 されてお り、円板状の受圧部 3 0 a と、受圧部 3 0 a の外周部 に形成 さ

れた押圧部 3 O b と、 を有 している。受圧部 3 0 a は、 フロン トカバ一 2 側

の面及びター ビン4 側の面に作用する油圧によって、軸方向に移動する。押

圧部 3 0 b は、受圧部 3 0 a を境 にフ ロ ン トカバ一 2 側及びタ一 ビン4 側 に

延びている。 この押圧部 3 O b は、 ター ビンフロン トカバ一 2 側 に移動 して

、 クラッチ入力部材 2 6 との間に、第 1 クラッチプレー ト2 8 及び第 2 クラ

ツチプレー 卜2 9 を押圧する。

[0044] ピス トン 3 0 は、 ピス トン支持機構 3 4 によって軸方向に移動 自在 に支持

されている。 ピス トン支持機構 3 4 は、支持用ボス 3 5 と、それぞれ円板状

の第 1 フランジ 3 6 及び第 2 フランジ 3 7 と、 を有 している。後述するよう

に、第 1 フランジ 3 6 はロックアップ解除用油室を構成するプレー ト部材で



ある。また、第 2 フランジ3 7 はロックアップ用油室を構成するプレー ト部

材である。

[0045] 支持用ボス3 5 は、環状に形成され、内部にタ一ビンハプ 1 6 の筒状部 1

6 b が揷入されている。また、支持用ボス3 5 のフロン卜カバ一 2 側の面の

内周部がフロン卜カバ一 2 に溶接により固定されている。支持用ボス3 5 の

外周面には、第 1 シ一ル部材 3 8 及び第 2 シ一ル部材 3 9 が設けられている

。そして、ピス トン3 0 の内周面が第 2 シール部材 3 9 に摺動自在に接触 し

ている。また、支持用ボス3 5 の外周面において、タービン4 側には他の部

分より小径の小径部 3 5 a が形成されている。この小径部 3 5 a は支持用ボ

ス3 5 のタービン4 側の側面よりさらにタービン側に突出しており、突出部

3 5 b が形成されている （図では、突出部 3 5 b が外方に折り曲げられた状

態を示 している）。

[0046] 第 1 フランジ3 6 は、ピス トン3 0 の受圧部 3 0 a のフロントカバ一 2 側

に配置され、フロン卜カバ一 2 に形成された突起部をかしめることによって

フロントカバ一 2 に固定されている。なお、第 1 フランジ3 6 とフロント力

バ一2 との間には、両者を固定する部分を除いて、作動油を流通させるため

の隙間が設けられている。第 1 フランジ3 6 の外周面には第 3 シール部材4

0 が設けられ、第 3 シール部材4 0 はピス トン3 0 の押圧部 3 0 b の内周面

に接触 している。また、第 1 フランジ3 6 の内周面は支持用ボス3 5 の外周

面に設けられた第 1 シール部材 3 8 に接触 している。

[0047] 第 2 フランジ3 7 はピス トン3 0 の受圧部 3 0 a のタービン4 側に配置さ

れている。第 2 フランジ3 7 の外周面には第4 シール部材4 が設けられ、

第4 シール部材4 1 はピス トン3 0 の押圧部 3 0 b の内周面に接触 している

。また、第 2 フランジ3 7 の内周面は支持用ボス3 5 の小径部 3 5 a に圧入

され、突出部 3 5 b を外方にローリング加工によって折り曲げることによつ

てかしめ固定されている。

[0048] < ピス トンを移動させるための構造>

以上のようなビス 卜ン支持機構 3 4 によって、図 2 及び図 2 の拡大部分図



である図 3 に示すように、受圧部 3 0 a と第 1 フランジ 3 6 との間にはロッ

クアツプ解除用油室 4 5 が構成 され、受圧部 3 0 a と第 2 フランジ 3 7 との

間にはロックアップ用油室 4 6 が構成 されている。 これ らの両油室 4 5 ， 4

6 は内外径が等 しい。

[0049] ター ビンハ プ 1 6 の筒状部 1 6 b には、径方向に貫通する複数の第 1 油路

5 1 が形成 されている。 また、支持用ボス 3 5 には、複数の第 2 油路 5 2 と

、複数の第 3 油路 5 3 と、複数の第 4 油路 5 4 と、が形成 されている。第 2

油路 5 2 は、支持用ボス 3 5 を径方向に貫通 して形成 されてお り、支持用ボ

ス 3 5 の内周側 とロックアップ解除用油室 4 5 とを連通 している。第 3 油路

5 3 は、支持用ボス 3 5 を径方向に貫通 して形成 されてお り、支持用ボス 3

5 の内周面 とロックアップ用油室 4 6 とを連通 している。第 4 油路 5 4 は、

支持用ボス 3 5 を軸方向に貫通 して形成 されてお り、支持用ボス 3 5 のタ一

ビン4 側の空間とフロン トカバ一 2 側の空間とを連通 している。

[0050] タ一 ビンハ プ 1 6 の筒状部 1 6 b の内周面には環状の溝 1 6 d が形成 され

、 また筒状部 1 6 b の先端外周には環状の凹部 1 6 e が形成 されている。第

1 油路 5 1 の内周側の開口は溝 1 6 d の底面に位置 している。 また、第 2 油

路 5 2 の内周側の開口は、凹部 1 6 e に対向する位置に形成 されている。

[0051 ] 支持用ボス 3 5 の内周面には環状の溝 3 5 c が形成 されている。第 3 油路

5 3 の内周側の開口は、 この溝 3 5 c の底面に位置 している。 さらに、支持

用ボス 3 5 のター ビン4 側の面において、内周端部 には、 フロン トカバ一 2

側 に凹む環状の凹部 3 5 d が形成 されている。 この凹部 3 5 d は油溜 まりと

して機能する。

[0052] 第 4 油路 5 4 は、 ター ビン4 側の開口が凹部 3 5 d に位置 し、 フロン ト力

バ一 2 側の開口がフロン トカバ一 2 と支持用ボス 3 5 の端面 との間の空間に

位置 している。なお、 ター ビンハ プ 1 6 のフランジ部 1 6 a の内周端部 には

、軸方向に貫通する複数の貫通孔 5 5 が形成 されている。複数の貫通孔 5 5

は支持用ボス 3 5 の凹部 3 5 d に対向 している。

[0053] ター ビンハ プ 1 6 の筒状部 1 6 b の内周部 には、 カラ一 5 6 が圧入されて



いる。カラ一 5 6 には径方向に貫通する複数の貫通孔 5 7 が形成されており

、カラ一 5 6 の内周面には環状の溝 5 6 a が形成されている。カラ一 5 6 の

貫通孔 5 7 の外周側の開口は、タービンハプ 1 6 の筒状部 1 6 b の内面に形

成された溝 1 6 d に対向 している。

[0054] < ダンバ機構>

ダンバ機構 2 5 は、図4 に示すように、クラッチ出力部材 2 7 が固定され

た動力伝達プレー ト6 と、タービンシェル 1 4 に固定された出力プレー 卜

6 2 と、複数の 卜一シヨンスプリング6 3 と、中間部材 6 4 と、規制プレー

卜6 5 と、を有 している。なお、図4 は、ロックアップ装置 6 のうちのダン

パ機構 2 5 及びそれに関連する構成のみを抽出して示 したものである。

[0055] 動力伝達プレー ト6 1 は、環状に形成されており、円板部 6 1 a と、円板

部 6 a の外周端に形成された係合部 6 b と、円板部 6 a の内周端にフ

ロン 卜カバ一 2 側に延びて形成された内周筒状部 6 1 c と、を有 している。

円板部 6 1 a には、前述のように、クラッチ出力部材 2 7 が リベット3 2 に

より固定されている。係合部 6 1 b は、 卜一シヨンスプリング6 3 の周方向

の端面に係合 している。

[0056] 出力プレー ト6 2 は、直列に作用する 1組 （この実施形態では 2 個）の 卜

—シヨンスプリング6 3 の周方向両端に係合する。これにより、動力伝達プ

レ一 卜6 1 から入力された トルクが 卜一シヨンスプリング6 3 を介 して出力

プレー ト6 2 に伝達され、さらにタービン4 に伝達される。

[0057] 中間部材 6 4 は、複数の 卜一シヨンスプリング6 3 のうちの 1組 （2 ィ固）

の 卜一ションスプリングを直列に作用させるための部材である。中間部材 6

4 は、環状であり、断面は逆 L 字状に形成されている。中間部材 6 4 は、ク

ラッチ入力部材 2 7 の外周側に配置されており、内周端部 6 4 a と、横支持

部 6 4 b と、外支持部 6 4 c と、を有 している。

[0058] 内周端部 6 4 a は動力伝達プレー 卜6 の円板部 6 a に沿って内周側に

延びている。内周端部 6 4 a の内周面は、クラッチ出力部材 2 7 の外周面に

当接可能であり、これにより、中間部材 6 4 は径方向に位置決めされている



。 また、内周端部 6 4 a のター ビン4 側の面は動力伝達 プレー ト6 1 の円板

部 6 1 a に当接可能である。 これにより、中間部材 6 4 のター ビン4 側への

移動が規制 されている。横支持部 6 4 b は、内周端部 6 4 a か ら外周側 に延

び、 卜一シ ョンス プ リング 6 3 のフ ロ ン 卜カバ一 2 側の側部 を支持 している

。 また、 この横支持部 6 4 b か ら、 1 組の 卜一シ ヨンスプ リング 6 3 の端面

を支持する爪 （図示せず）が、 ター ビン4 側 に延びて形成 されている。外支

持部 6 4 c は横支持部 6 4 b の外周端か らタ一 ビン4 側 に延び、 卜一シ ヨン

スプ リング 6 3 の外周部 を支持 している。

[0059] 規制 プレー ト6 5 は、中間部材 6 4 より板厚の薄いプレー トにより形成 さ

れている。規制 プレー ト6 5 は、環状 に形成 されてお り、固定部 6 5 a と、

軸方向規制部 6 5 b と、 を有 している。

[0060] 固定部 6 5 a は、円板状 に形成 されてお り、 リベ ッ ト3 2 によりクラッチ

出力部材 2 7 及び動力伝達 プレー ト6 に固定されている。軸方向規制部 6

5 b は、固定部 6 5 a か ら外周に延びて形成 されてお り、中間部材 6 4 の横

支持部 6 4 b のフロン トカバ一 2 側の面に当接可能である。 これにより、中

間部材 6 4 のフ ロ ン トカバ一 2 側への移動が規制 されている。

[0061 ] 以上のような構成 により、中間部材 6 4 は、 クラッチ出力部材 2 7 の外周

面によって径方向に位置決めされている。 また、中間部材 6 4 は、動力伝達

プレー 卜6 と規制 プレー 卜6 5 によって軸方向に位置決めされている。

[0062] < 動力伝達 プレー 卜の位置決め構造>

図 4 に示すように、動力伝達 プレー ト6 1 の内周側 には、動力伝達 プレー

卜支持部材 6 8 が設けられている。動力伝達 プレー ト支持部材 6 8 は、環状

に形成 され、固定部 6 8 a と、軸方向第 1 規制部 6 8 b と、径方向規制部 6

8 c と、軸方向第 2 規制部 6 8 d と、 を有 している。 この動力伝達 プレー ト

支持部材 6 8 は、 ター ビン4 の作動油の出口部の最内周部 （図 4 のPで示す位

置）より外周側 に配置されている。

[0063] 固定部 6 8 a は、 ピス トン3 0 の受圧部 3 0 a より外周側 においてタ一 ビ

ンシェル 1 4 に固定されている。軸方向第 1 規制部 6 8 b は固定部 6 8 a の



一部を外周側に延長 して形成されている。軸方向第 1規制部 6 8 b は動力伝

達プレー ト6 の円板部 6 a のタービン4 側の面に当接可能である。径方

向規制部 6 8 c は、固定部 6 8 a の軸方向第 1規制部 6 8 b が形成されてい

ない部分をフロン トカバ一 2 側に折り曲げて形成されている。径方向規制部

6 8 c は動力伝達プレー ト6 1 の内周筒状部 6 c の内周面に当接可能であ

る。軸方向第 2 規制部 6 8 d は径方向規制部 6 8 c の先端に外周側に突出し

て形成された突起部である。軸方向第 2 規制部 6 8 d は内周筒状部 6 1 c の

先端に当接可能である。

[0064] 以上のような構成により、動力伝達プレー ト6 1 及びクラッチ出力部材 2

7 は、動力伝達プレー ト支持部材 6 8 によって、径方向及び軸方向に位置決

めされている。

[0065] [ 動作]

ロックアップ装置 6 において、ロックアップを解除する場合には、第 2 油

室 4 6 は ドレンに接続されるとともに、図 5 に示すように、図示 しないコン

トロールバルブからタービンハプ 1 6 の前端部とフロン 卜カバ一 2 との間に

作動油が供給される。この作動油は、スラス トヮッシャ 1 9 に形成された溝

及びタービンハプ 1 6 の先端部外周に形成された凹部 1 6 e を経由し、さら

に支持用ボス3 5 の第 2 油路 5 を経由してロックアツプ解除用油室 4 5 に

供給される。これにより、 ピス トン3 0 はタービン4 側に移動 し、 ピス トン

3 0 の押圧部 3 0 b は第 1 クラッチプレー 卜2 8 及び第 2 クラッチプレー 卜

2 9 から離れる。

[0066] また、 トランスミッションの入力シャフ ト1 8 と固定シャフ ト2 3 との間

からトルクコンバータ作動用の油が供給される。この作動油は、図 6 に示す

ように、タービンハプ4 の貫通孔 5 5 及び第4 油路 5 4 を経由して支持用ボ

ス3 5 とフロン 卜カバ一 2 との間に導かれる。

[0067] なお、貫通孔 5 5 と第4 油路 5 4 との間には凹部 3 5 d が形成されている

ので、貫通孔 5 5 から支持用ボス3 5 側に供給された作動油はいつたん凹部

3 5 d に留まり、その後第4 油路 5 4 側に導かれる。 したがって、貫通孔 5



5 と第 4 油路 5 4 とが軸方向に一致 していない場合であっても、 これ らの油

路 5 5 ， 5 4 間を作動油はスムーズに流れることになる。

[0068] 支持用ボス 3 5 とフロン トカバ一 2 との間に供給された作動油は、 フロン

卜カバ一 2 と第 1 フランジ 3 6 との間に形成された隙間を通 って外周側に導

かれ、さらに第 1 クラッチプレ一 卜2 8 、第 2 クラッチプレ一 卜2 9 、 ビス

トン3 0 のそれぞれの間を通 ってフロン 卜カバ一 2 の外周端部に導かれる。

その後、 トルクコンバータ本体に供給される。 また、 トルクコンバータ本体

内の作動油は、ステ一夕シェル 2 0 とインペラシェル 1 0 との間の油路を介

して図示 しないコン トロールバルブに流れる。

[0069] 以上のような状態では、フロン トカバ一 2 か らの トルクは、作動油を介 し

てインペラ 2 か らター ビン4 に伝達され、さらに トランスミツシ ョンの入力

シャフ ト1 8 に伝達される。

[0070] —方、 ロックアップ装置において、 ロックアップ状態 （動力伝達状態）に

する場合は、 ロックアップ解除用油室 4 5 を ドレンに接続するとともに、図

7 に示すように、入力シャフ 卜1 8 の内部を通 ってカラ一 5 6 の内周部に作

動油が供給される。 この作動油は、カラ一 5 6 の貫通孔 5 7 、第 1 油路 5 1

、第 3 油路 5 3 の経路でロックアップ用油室 4 6 に供給される。 これにより

、 ピス トン3 0 はフロン トカバ一 2 側 に移動 し、第 1 クラッチプレー ト2 8

及び第 2 クラッチプレ一 卜2 9 が互いに押圧される。

[0071 ] 以上のような状態では、 フロン トカバ一 2 か らの トルクは、 クラッチ入力

部材 2 6 →第 1 クラッチプレー 卜2 8 及び第 2 クラッチプレー 卜2 9 →クラ

ツチ出力部材 2 7 の経路を介 してダンバ機構 2 5 に伝達される。

[0072] ダンバ機構 2 5 においては、クラッチ部 2 4 か ら動力伝達プレー ト6 1 に

入力された トルクは、 ト一シ ョンスプリング 6 3 及び出力プレー 卜6 2 を介

してター ビン4 に伝達され、さらにター ビンハプ 1 6 を介 して トランスミツ

シ ョンの入力シャフ 卜1 8 に伝達される。

[0073] 以上のようなロックアップ装置 6 において、動力伝達プレー ト6 1 は動力

伝達プレー 卜支持部材 6 8 によって径方向及び軸方向に位置決めされる。 ま



た、中間部材 6 4 はクラッチ出力部材 2 7 によって位置決めされて径方向の

移動が規制され、また規制部材 6 5 及び動力伝達プレ一 卜6 によって位置

決めされて軸方向の移動が規制される。

[0074] [特徴]

( 1 ) 動力伝達プレー ト6 1 を、 1 つの動力伝達プレー ト支持部材 6 8 に

よって径方向及び軸方向に位置決めでき、構成が簡単になる。

[0075] ( 2 ) 動力伝達プレー ト支持部材 6 8 はタービンシェル 1 4 に固定されて

いるので、タービン内周部とフロン 卜カバ一 2 との間に他の部材を配置する

スペースを確保できる。本実施形態では、このスペースにロックアップ装置

のピス トン3 0 及び油室を構成するための部材を配置 しているので、装置全

体の軸方向寸法を短縮できる。

[0076] ( 3 ) クラッチ部 2 4 のクラッチ入力部材 2 6 をフロン トカバ一に固定す

るとともに、 ピス トン3 0 をタービン4 側からフロン トカバ一 2 側に向けて

移動させ、ロックアップ状態にするので、 ピス トンをフロン トカバ一側に設

けてタービン側に移動させてロックアツプ状態にする場合に比較 して、軸方

向寸法を短縮できる。

[0077] ( 4 ) クラッチ出力部材 2 7 によって中間部材 6 4 の径方向の移動を規制

しているので、ロックアップ装置 6 の占めるスペースを小さくすることがで

きる。また、厚みの比較的薄い規制部材 6 5 と動力伝達プレー ト6 1 によつ

て中間部材 6 4 の軸方向の移動を規制 しているので、さらに軸方向の省スぺ

—ス化を図ることができる。特に多板型のクラッチ部では、軸方向スペース

が長 くなるので、本実施形態の構成を用いることによって軸方向スペースを

抑えることができる。

[0078] ( 5 ) ピス トン3 0 を、ロックアツプ解除用油室 4 5 及び口ックアツプ用

油室 4 6 に作動油を供給することによって移動させ、ロックアツプ状態と口

ックアップ解除状態を切 り替えている。このため、切替時の応答性が良好に

なる。また、ロックアップ解除時の ドラグ トルクを抑えることができる。

[0079] ( 6 ) ロックアップ用油室 4 6 が他の作動油回路と独立 して設けられてい



るために、 トル クコンバ一タ本体に供給 される作動油を利用 してロックアツ

プ状態にする場合に比較 して、安定 したロックアツプ トル ク容量を得 ること

ができる。

[0080] ( 7 ) ロックアツプ解除用油室 4 5 とロックアツプ用油室 4 6 の内外径が

同 じであるために、いずれの油室にも作動油が供給 されていないときに、遠

心力によって両油室 4 5 ， 4 6 に発生する油圧が同 じになる。 したがって、

ピス トン3 0 を中立位置に保つことができる。

[0081 ] —第 2 実施形態 一

図 8 に動力伝達 プレー 卜支持部材の他の実施形態を示す。 この動力伝達 プ

レ一 卜支持部材 7 0 は第 1 プレー 卜7 及び第 2 プレー 卜7 2 か ら構成 され

ている。

[0082] 第 1 プレー ト7 1 は、環状 に形成 されてお り、固定部 7 a 、軸方向第 1

規制部 7 b 、及び径方向規制部 7 c 、及び第 2 プレー ト支持部 7 d か

ら構成 されている。固定部 7 a 、軸方向第 1 規制部 7 b 、及び径方向規

制部 7 c については、第 1 実施形態の動力伝達 プレ一 卜支持部材 6 8 にお

ける固定部 6 8 a 、軸方向第 1 規制部 6 8 b 、及び径方向規制部 6 8 c と同

じ構成である。第 2 プレー ト支持部 7 d は、径方向規制部 7 c を内周側

に折 り曲げて形成 されている。

[0083] 第 2 プレー ト7 2 は円板状 に形成 されてお り、その内周側部分が第 1 プレ

— 卜7 1 の第 2 プレー 卜支持部 7 d にスポ ッ 卜溶接等により固定されてい

る。 また、第 2 プレー ト7 2 の外周側部分は、第 1 プレー ト7 1 の径方向規

制部 7 1 c か らさらに外周に突出するように配置されている。そ して、 この

第 2 プレー ト7 2 に、動力伝達 プレー ト6 の筒状部 6 c の先端が当接可

能になっている。すなわち、第 2 プレー ト7 2 は第 2 軸方向規制部 と して機

能 している。

[0084] 以上のような構成 により、動力伝達 プレー ト6 1 及びクラッチ出力部材 2

7 は、動力伝達 プレー 卜支持部材 7 0 を構成する第 1 及び第 2 プレー 卜7

， 7 2 によって、径方向及び軸方向に位置決めされている。



[0085] 一第 3 実施形態一

図9 に、ピス トンを移動させるための機構について、別の実施形態を示す

。この実施形態では、タービンハプ 1 6 ' の筒状部 1 6 b ' の外周面に、ピ

ス トン支持部材 7 5 が設けられている。

[0086] ピス トン支持部材 7 5 は、フロントカバ一2 とタービン4 との間に配置さ

れており、ロックアップ用油室を構成するプレー トとして機能する円板部 7

5 a と、筒状部 7 5 b と、から構成されている。円板部 7 5 a は外周部が第

クラッチプレー 卜2 8 及び第 2 クラッチプレー 卜2 9 に達する程度に延び

ている。筒状部 7 5 b は円板部 7 5 a の内周端部からフロン 卜カバ一2 側に

延びている。筒状部 7 5 b の内部にはタービンハプ 1 6 ' の筒状部 1 6 b '

が揷入されている。そして、筒状部 7 5 b の先端はフロントカバ一2 に溶接

等により固定されている。

[0087] ピス トン3 0 ' は、ピス トン支持部材 7 5 の円板部 7 5 a とフロントカバ

—2 との間に配置されている。ピス トン3 0 ' は、円板状の受圧部 3 0 a '

と、押圧部 3 O b ' とを有 している。受圧部 3 0 a ' の内周面はピス トン支

持部材 7 5 の筒状部 7 5 b の外周面に摺動自在に支持されている。押圧部 3

O b ' は受圧部 3 0 a ' の外周部に形成されており、第 1 クラッチプレー ト

2 8 及び第 2 クラッチプレー ト2 9 を押圧可能である。

[0088] ビス 卜ン支持部材 7 5 の筒状部 7 5 b には、第 1油路 7 6 と第 2 油路 7 7

とが形成されている。第 1油路 7 6 は、ピス トン3 0 ' のフロントカバ一2

側の空間とビス 卜ン支持部材 7 5 のタービン4 側の空間とを連通するように

形成されている。また、タ一ビンフランジ 1 6 ' には、ピス トン3 0 ' とタ

—ビン4 との間の空間に、コントロールバルブからの作動油を供給するため

の貫通孔 5 5 ' が形成されている。第 2 油路 7 7 は、タービンハプ 1 6 ' の

筒状部 1 6 b ' に形成された油路 （図示せず）と、ピス トン3 0 ' とピス ト

ン支持部材 7 5 の受圧部 7 5 a との間の空間 （ロックアツプ用油室） 7 8 と

、を連通するように形成されている。

[0089] この実施形態では、ロックアップ装置 6 において、ロックアップ解除時に



は、 ロックアップ用油室 7 8 は ドレンに接続され、 コン トロールバルブか ら

の作動油が、貫通孔 5 5 ' 及び第 2 油路 7 7 を経由 して ピス トン3 0 ' のフ

ロン 卜カバ一 2 側の空間に供給される。

[0090] これにより、 ピス トン3 0 ' はター ビン4 側 に移動 し、 ピス トン3 0 ' の

押圧部 3 0 b ' は第 1 クラッチプレー 卜2 8 及び第 2 クラッチプレー 卜2 9

か ら離れる。なお、 ピス トン3 0 ' のフロン トカバ一 2 側の空間に供給され

た作動油は、先の実施形態 と同様にフロン トカバ一 2 の外周端部に導かれ、

その後 トルクコンバータ本体内に供給される。

[0091 ] 以上のような状態では、 フロン トカバ一 2 か らの トルクは、作動油を介 し

てィンペラ 2 か らター ビン4 に伝達され、さらに トランスミツシ ョンの入力

シャフ ト1 8 に伝達される。

[0092] —方、 ロックアップ状態にする場合は、ター ビンハプ 1 6 ' の筒状部 1 6

b ' に形成された油路及び第 2 油路 7 7 を経由 して、 ロックアップ用油室 7

8 に作動油が供給される。

[0093] これにより、 ピス トン3 0 ' はフロン トカバ一 2 側 に移動 し、第 1 クラッ

チプレー 卜2 8 及び第 2 クラッチプレー 卜2 9 が互いに押圧される。

[0094] 以上のような状態では、 フロン トカバ一 2 か らの トルクは、 クラッチ入力

部材 2 6 、第 1 クラッチプレー ト2 8 及び第 2 クラッチプレー ト2 9 、 クラ

ツチ出力部材 2 7 の経路を介 してダンバ機構 2 5 に伝達される。

[0095] 一第 4 実施形態 一

図 1 0 にさらに他の実施形態を示す。 ここでは、第 1 実施形態のロックァ

ップ解除用油室 4 5 に、 コーンスプリング 8 0 が配置されている。他の構成

は第 1 実施形態 と同様である。

[0096] コーンスプリング 8 0 は、 ピス トン3 0 をター ビン4 側 に付勢するように

設けられている。 この場合は、 ロックアップ解除状態にする場合に、低い油

圧をロックアツプ解除用油室 4 5 に供給するだけで、 ロックアツプを解除す

ることができる。 また、 コーンスプリング 8 0 の荷重設定によっては、 ロッ

クアツプ解除用の作動油の供給が不要になる。



[0097] [他の実施形態]

本発明は以上のような実施形態に限定されるものではなく、本発明の範囲

を逸脱することなく種々の変形又は修正が可能である。

産業上の利用可能性

[0098] 本発明のロックアップ装置では、特にクラッチ部の軸方向寸法を短縮する

ことができる。

符号の説明

[0099] トル クコンバータ

フロン トカバ一

4 タ一 ビン

6 ロックアツプ装置

2 4 クラッチ部

5 ダンバ機構

2 6 クラッチ入力部材

2 7 クラッチ出力部材

2 8 第 1 クラッチプレ一 卜

2 9 第 2 クラッチプレ一 卜

3 0 ，3 0 ' ピス トン

3 5 支持用ボス （環状ボス）

3 6 第 1 フランジ （ロックアップ解除用油室プレー ト）

3 7 第 2 フランジ （ロックアップ用油室プレー ト）

4 5 ロックアップ解除用油室

4 6 ， 7 8 ロックアップ用油室

5 1 5 4 油路

7 5 ピス トン支持部材

7 5 a 円板部 （ロックアツプ用油室プレ一 卜）

7 5 b 筒状部 （環状ボス）



請求の範囲

[ 請求項 1 ] フロン 卜カバ一か らの トル クを トル クコンバータのター ビンを介 し

て トランスミツシ ョン側の部材 に伝達するための トル クコンバータの

ロックアツプ装置であ って、

前記 フロン 卜カバ一 と前記 タ一 ビンとの間に配置 され、 トル クを伝

達あるいは遮断するためのクラッチ部 と、

前記 クラッチ部か らの トル クを前記 タ一 ビンに伝達するとともに、

捩 り振動 を吸収 減衰するダンバ機構 と、

を備 え、

前記 クラッチ部 は、

前記 フロン 卜カバ一 と前記 タ一 ビンとの間に配置 され、前記 フロン

卜カバ一に連結 されたクラッチ入力部材 と、

前記 ダンバ機構 に トル クを出力するクラッチ出力部材 と、

前記 クラッチ入力部材 と前記 クラッチ出力部材 との間で トル ク伝達

を行 うための複数のクラッチプ レー 卜と、

前記 フロン 卜カバ一 と前記 タ一 ビン内周部 との間に前記 フロン 卜力

バーに対 して軸方向移動不能 に設 け られ、 ロックアツプ用の油室 を構

成するための円板状の ロックアップ用油室 プ レー 卜と、

前記 フ ロ ン 卜カバ一 と前記 ロックアップ用油室 プ レー 卜との間に軸

方向移動 自在 に設 け られ、前記 ロックアップ用油室 プ レー 卜との間に

ロックアツプ用油室 を構成 し、前記 口ックアツプ用油室 に供給 される

作動油 によって前記 フ ロ ン トカバ一側 に移動 して前記複数のクラッチ

プ レー 卜を互いに押圧する ビス トンと、

を有する、

トル クコンバ一夕の ロックアツプ装置。

[ 請求項 2 ] 前記 ター ビンは、前記 トラ ンス ミ ッシ ョン側の部材 に連結 される筒

状部 を内周端部 に有 し、

前記 クラッチ部 は環状のボスをさ らに有 し、



前記環状のボスは、前記 ロックアップ用油室 プ レー 卜の内周部か ら

前記 フロン 卜カバ一側 に延びるとともに前記 フロン 卜カバ一に固定さ

れ、外周面 を前記 ピス トンが軸方向に摺動 し、前記 ター ビンの筒状部

が内周部 に挿入されてお り、前記 口ックアツプ用油室 に作動油 を供給

するための油路が形成 されている、

請求項 1 に記載の トル クコンバータの ロックアップ装置。

[ 請求項3] 前記環状ボスは前記 口ックアツプ用油室 プ レー 卜と別部材で形成 さ

れてお り、

前記 ロックアツプ用油室 プ レー トは前記環状ボスの外周面 に固定さ

れている、

請求項 2 に記載の トル クコンバータの ロックアツプ装置。

[ 請求項4] 前記環状ボスは、前記 口ックアツプ用油室 プ レー 卜の内周端部 を前

記 フ ロ ン 卜カバ一側 に延長 して形成 されている、請求項 2 に記載の 卜

ル クコンバータの ロックアップ装置。

[ 請求項 5] 前記 クラッチ部 は、前記 フ ロ ン トカバ一 と前記 ピス トンとの間に前

記 フ ロ ン 卜カバ一に対 して軸方向移動不能 に設 け られ、 ロックアップ

解除用の油室 を構成する円板状の ロックアツプ解除用油室 プ レー トを

さ らに有 している、請求項 2 か ら4 のいずれかに記載の トル クコンパ

—夕の ロックアツプ装置。

[ 請求項 6] 前記 口ックアツプ用油室 と前記 口ックアツプ解除用油室の内外径 は

同 じである、請求項 5 に記載の トル クコンバータの ロックアップ装置

[ 請求項7] 前記環状ボスには、前記 ロックアツプ解除用油室 に作動油 を供給す

るための油路が形成 されている、請求項 5 又 は 6 に記載の トル クコン

バ一夕の ロックアツプ装置。

[ 請求項8] 前記 クラッチ入力部材は、 円板状 に形成 されるとともに内周端部が

前記 タ一 ビン側 に延びてお り、

前記 クラツチ出力部材は、前記 クラッチ入力部材の径方向外方 に配



置 され、 円板状 に形成 されるとともに内周端部が前記 フ ロ ン 卜カバ一

側 に延びてお り、

前記複数のクラッチプ レ一 卜は、 内周端部が前記 クラッチ入力部材

の内周端部 に軸方向移動 自在かつ相対回転不能 に係合する円板状の第

1 クラッチプ レー 卜と、外周端部が前記 クラッチ出力部材の内周端部

に軸方向移動 自在かつ相対回転不能 に係合する円板状の第 2 クラッチ

プ レー 卜と、 を有 し、

前記 ピス トン及び前記 ロックアツプ用油室 プ レー トは前記 クラッチ

出力部材の径方向内方 に配置 されている、

請求項 1 か ら 7 のいずれかに記載の トル クコンバータの ロックアップ

装置。
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